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要  旨 

産学官連携がイノベーションの促進のために有効な手段として注目され、日本でもク

ラスター政策による地域の産学官連携支援が行われてきた。しかし、欧州のクラスター

政策と比較しうる文部科学省のクラスター事業については、ミクロデータに基づく定量

的な評価分析が行われていない。本稿は公的統計の個票データを用いてパネル固定効果

分析を行い、クラスター事業に採択された大学・公的研究機関・企業の研究費や参加企

業の成長・生産性等への政策効果と、クラスター地域の製造業事業所へのスピルオーバ

ー効果を定量的に検証する。分析の結果、クラスター事業への参加後に大学・公的研究

機関・企業の内部使用研究費も、参加した大学・公的研究機関における研究費の外部支

出と企業からの受入れも、クラスター事業に参加していない大学等と比べて有意に増加

したことが分かった。しかし、参加企業の経営成果には有意な効果が見られず、クラス

ター地域の製造業事業所の生産性にはむしろ負の効果が見られる。これらの結果は、ク

ラスター事業によって産学官の共同研究は促進されたが、それが参加企業やその他の地

域企業の成長や生産性上昇に十分に結びついていないことを示唆している。
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１．はじめに 
 
	 研究開発とイノベーションは企業成長の重要なエンジンと考えられるが、民

間企業の知識や技術には制約があるため、イノベーションを実現するためには、

産学官連携によって大学や公的研究機関の持つ先端的な知識を民間企業が活用

することが求められる。このような産学官連携によって大学・公的研究機関と

民間企業の間で知識のスピルオーバーが促進され、知識の高度な融合によって、

イノベーションが活発になると考えられる（Chesbrough 2003; Etzkowitz and 
Klofsten 2005; Leydesdorff and Meyer 2006）。また、産学官連携による知識スピル
オーバーは、特に中小企業において有効であるとされる（van de Brande et al. 
2009; Nishimura and Okamuro 2016）。 
	 日本における産学官連携の政策支援は、科学技術基本計画が開始された 1990
年代後半以降、一方では大学制度など共同研究開発の制度に関する規制緩和、

他方では地域の共同研究開発プロジェクトへの補助金や産学官のマッチング・

ネットワーク形成の支援として行われた（岡室 2009、第 2 章）。前者を代表す
る政策が、1997年度に始まる「地域新生コンソーシアム支援事業」である。2001
年度に始まる第２期科学技術基本計画では、地域における科学技術振興のため

の環境整備の一環として、地域における知的クラスターの形成が重点課題に位

置づけられ、2001年度に経済産業省が「産業クラスター計画」、2002年度に文
部科学省が「知的クラスター創成事業」と「都市エリア産学官連携推進事業」

を開始した（石倉他 2003、岡室 2009、松原編 2013）。 
	 ここで「知的クラスター」は、科学技術基本計画（第 2 章 II. 3）によれば、
「地域のイニシャティブの下で、地域において独自の研究開発テーマとポテン

シャルを有する大学をはじめとした公的研究機関等を核とし、地域内外から企

業等も参画して構成される技術革新システム」と定義される。日本のイノベー

ション・システムにおいては、このようなクラスターが内生的・自発的に形成

されてこなかったので、「このようなシステムを有する拠点を発展させることに

より、世界水準での技術革新の展開が可能であり、国としてもその構築を促進

することが必要である」とされ、「知的クラスター形成を、効果的・効率的に実

現するため、国は、共同研究を含む研究開発活動の推進、人材の養成・確保、

技術移転機能等の充実を図る」（第 2期科学技術基本計画）こととなった。 
	 ところが、ほぼ同時期に開始された経済産業省と文部科学省のクラスター政

策には、いくつかの重要な違いが見られる。第一に、前者の対象地域がそれぞ

れ広域的（東北、関東、九州など）でいくつかの都道府県を含むのに対し、後

者のクラスター地域は県内の一地域に限定される。第二に、前者の対象地域が

上から設定され、全体としては全都道府県を網羅するのに対し、後者の対象地
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域は競争的選抜によって決定される。第三に、前者は地域の民間企業（中小企

業）を中核とする産学官連携プロジェクトの形成を認め、プロジェクト単位の

競争的選抜を通じてすべてのプロジェクト参加者に補助金を配分するが、後者

ではプロジェクトの中核は大学等の研究者に限定され、民間企業への補助金の

配分は認められていない。大学からの研究委託としての外注のみが可能である

（Okamuro and Nishimura 2015b）。 
	 最後の点を除いて、最初の 2点はドイツやフランスなど欧州諸国のクラスタ
ー政策と共通する特徴であるが、経済産業省のクラスター支援事業についてミ

クロデータによる政策評価分析が既にいくつか行われているのに対して

（Nishimura and Okamuro 2011a、2011b、Okubo et al. 2016）、文部科学省の事業
については、それらが 2009年度における民主党政権の下での「事業仕分け」に
よって廃止とされたにも関わらず、大学や企業のミクロデータを用いた評価分

析はまだ行われていない。日本に先行するドイツやフランスのクラスター政策

との比較分析のためにも、研究開発・イノベーションへの公的支援の適切な設

計のためにも、それらと共通する特徴を備える文部科学省の知的クラスター政

策の効果を定量的に把握し、分析することは重要である。 
	 そこで本稿は、文部科学省が 2002年度から 2009年度まで実施した２つのク
ラスター支援事業を研究対象とする。総務省「科学技術研究調査」と経済産業

省「工業統計調査」の個票データを用いたパネル固定効果分析により、クラス

ター事業に参加した大学・公的研究機関と民間企業の研究費、参加企業とクラ

スター対象地域の製造業事業所の生産性への効果を検証する。それにより、望

ましい政策プログラムの設計に資することが、本稿の目的である。 
	 本稿の構成は以下の通りである。第 2節で先行研究を整理し、本稿の貢献を
明確にする。第 3節で日本における産学官連携の政策支援の展開を記述し、研
究の対象となる文部科学省のクラスター事業の概要と特徴を説明する。第 4節
では分析に用いるデータと検証すべき仮説、分析モデルを述べる。第 5節で分
析結果を示し、結果についての考察を述べる。第 6節は本稿の内容をまとめ、
政策的含意と今後の研究課題を示す。 
 
２．先行研究の整理 
 
	 企業の生産性等への産学官連携の効果は、これまでさまざまに分析されてき

た。例えば、Zucker and Darby (2001) は、日本のバイオ企業を対象にして、大
学のスター科学者との共同研究によってイノベーション成果（特許出願、新製

品開発等）が大幅に上昇するが、そのような科学者から地域企業へのスピルオ

ーバーは乏しいことを明らかにした。George et al. (2002) はバイオベンチャー
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を対象にして、大学との連携によって企業のイノベーション成果（新製品開発

等）は高まるが、企業の財務成果は改善しないことを示している。Motohashi 
(2005)は、経済産業研究所のアンケート調査データを経済産業省「企業活動基
本調査」の個票データと接続して、大学との共同研究開発の生産性への効果は

企業の研究開発投資が多いほど、また若い企業ほど高くなることを示す。 
	 それに対して、地域の産学官連携への政策支援の効果の検証は比較的少ない。

例えば、Nishimura and Okamuro (2016)は、経済産業省の「地域新生コンソーシ
アム推進事業」の受給プロジェクトの参加企業およびその主たる販売先企業を

処置群として、傾向スコアマッチングによって対照群企業をデータベースから

抽出し、大学から参加中小企業への知識スピルオーバー効果と参加中小企業か

ら取引先大企業へのレント・スピルオーバー効果を検証している。 
	 クラスターにおける大学・研究機関から企業への知識スピルオーバー効果は、

これまでさまざまに分析されてきた（Anselin et al. 1997, Baptista and Swann 1998, 
Fritsch and Franke 2003, Dahl and Pedersen 2004, Rondé and Hussler 2005, Furman et 
al. 2006, Bonander et al. 2016）1。クラスター政策は 1990年代にドイツ・フラン
スなど欧州各国で開始されたが、ミクロデータを用いた定量的な成果分析につ

いては、研究の蓄積が少ない。ドイツについては、南部バイエルン（ババリア）

州のバイオクラスター政策に関する Falck et al. (2010)、バイオクラスター政策
に関する Engel et al. (2013)、最近の Leading-edge cluster competition事業に関す
る Cantner et al. (2016)、フランスについてはMartin et al. (2011)、Fontagné et al. 
(2013)がこれまで実施された省庁連携によるクラスター事業の効果を分析して
いる。しかし、これらの研究は地域の民間企業への効果に焦点を当てており、

産学官の参加者それぞれへの効果を比較検証しているのではない。 
	 日本では、クラスターの理論・事例研究やクラスター政策の記述・説明はい

くつかあるが（石倉他 2003、松原編 2013など）、ミクロデータに基づく実証研
究は少ない。経済産業省の「産業クラスター計画」については、筆者自身の研

究を含むいくつかの実証研究があるが（Nishimura and Okamuro 2011a, 2011b; 
Okubo et al. 2016）2、経済産業省のクラスターは各経済産業局の管轄地域全体を

                                                
1 Belderbos et al. (2013)は、「科学技術研究調査」と「工業統計調査」の個票データを用いて
工場立地と民間・公的研究開発のスピルオーバー効果を分析し、工場の生産性が技術的に

関連する分野における大学や公的研究機関の研究開発支出に影響され、その大きさは企業

自身の研究開発活動に依存することを明らかにした。この研究は本稿と同じデータソース

に依拠するが、クラスターやクラスター政策の効果は考慮されていない。 
2 Nishimura and Okamuro (2011a)は「産業クラスター計画」に参加するだけでは特許出願件
数でみた研究開発の生産性には効果がないが、参加企業がクラスター地域の中核大学と共

同研究を行えば研究開発の生産性が高まること、Nishimura and Okamuro (2011b)は同事業の
支援策のうち、補助金よりもネットワーク支援のほうがさまざまな効果が高いことを示し
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対象とする広域的・網羅的なものであり、比較的狭い地域への知識と産業の集

積を表すものではない。他方、後述するようにクラスター政策において日本に

先行した欧州諸国のクラスター事業と比較可能な文部科学省のクラスター事業

については、ミクロデータに基づく定量的な評価分析は行われていない。奥山 
(2010) は DID（差の差の分析）の手法を用いて新規開業への効果、Horaguchi 
(2016)は大学発ベンチャーの創出を通じた特許出願・新製品開発への効果を検
証しているが、前者は自治体単位、後者はクラスター単位の分析である。 
	 そこで本研究は、文部科学省の実施したクラスター事業への産学官の参加者

および一般の地域企業への効果に関する、ミクロデータに基づく最初の定量的

な評価研究となる。それはまた、経済産業省のクラスター政策との比較や、日

本に先行するドイツ・フランスのクラスター政策との国際比較のために重要な

検討材料を提供するものである3。研究開発やイノベーションの促進、地域振興

のための公的支援に対して重要な示唆を与えるものと期待される。 
 
３．産学官連携支援とクラスター政策の展開 
 
	 戦後長期にわたって、文部省（当時）は国立大学と民間企業の共同研究を認

めてこなかったが、1983年から方針を転換して産学連携の共同研究を届出によ
り許可し、1995年の「科学技術基本法」に基づいて、1990年代後半以降、「科
学技術基本計画」の下でさまざまな形で産学官連携の政策支援を進めてきた。

表 1 に、岡室（2009）と文部科学省の HP 情報に基づいて、日本における産学
官連携への公的支援の進展についてまとめる。 
	 注目すべきは、2001年度に始まる「第 2期科学技術基本計画」でクラスター
形成の支援が重点政策のひとつとされ、まず経済産業省、次いで文部科学省が

クラスター支援政策を開始したことである。第 2期には他にも、経済産業省に
よる大学発ベンチャー創出支援や、文部科学省による大学への産学官連携コー

ディネーター派遣、大学における知的財産本部設置支援、国立大学の独立行政

法人化など、いくつかの事業が並行して行われた。第 3期の基本計画にもクラ
スター形成支援の強化が盛り込まれ、経済産業省と文部科学省のクラスター支

援事業はそれぞれ 2006年度と 2007年度に第２期に入ったが、2009年度の政権
交代後の「事業仕分け」によって文部科学省の２つのクラスター事業はともに

                                                                                                                                          
ている。Okubo et al. (2016)は同事業のネットワーク支援効果に注目し、クラスター支援が
特に東京の企業との取引を促進することを検証した。 
3 Okamuro and Nishimura (2015b)は、クラスター・マネージャー等へのインタビュー調査に
基づいて、ドイツ・フランス・日本のバイオクラスターに関する定性的な比較研究を行っ

ている。 
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効果がないとして廃止の決定を受けた。同省は翌年度、両事業を統合して新事

業として開始したが、経済産業省の「産業クラスター計画」が 2010年度に実質
的に終了したことに伴い、2011年度からは複数の省の連携事業として新たな事
業が創設された。 
	 文部科学省ホームページによれば、「知的クラスター」とは「地域のイニシャ

ティブの下で、地域において独自の研究開発テーマとポテンシャルを有する公

的研究機関等を核とし、地域内外から企業等も参画して構成される技術革新シ

ステム」である。地方公共団体が主体的に地域のクラスター構想を策定し、ま

たクラスターの中核機関を指定して、その中核機関が設置するクラスター本部

が各クラスター事業全体を統括・運営するとともに、大学等に研究委託を行い、

また地域内外の企業と連携して、産学官の共同研究を促進する。文部科学省は

クラスター地域を競争的に選定し、地域のクラスター構想の実現のために中核

機関に資金を提供する4。 
	 2002 年度に開始された「知的クラスター創成事業」では、第 1 期には 30 件
の応募から12件が採択され、2003年度と2004年度にそれぞれ3件が追加され、
最終的に 18件となった。地域の各クラスター事業は 5年間助成を受ける。2007
年度から第 2期に入り、第 1期の助成対象クラスター地域の大半がそのまま、
あるいは統合されて第 2期も助成対象となった5。第 2期から自治体とのマッチ
ング・ファンド方式が導入されて、自治体が助成金の半額を負担することとな

った。2009年度までの 8年間の予算総額 630億円（年平均 80億円）である。
このように、各地域（地方自治体）が応募するクラスター構想を政府が競争的

に選抜・採択し、資金援助を行うというクラスター支援政策の枠組みは、ドイ

ツやフランスなどにおける日本に先行するクラスター支援政策と共通している。 
	 次に、同じく 2002年度に開始された「都市エリア産学官連携推進事業」は、
「小規模でも地域の特色を活かした強みを持つクラスターを各地に育成する」

ことを目標とする、「知的クラスター創成事業」の小型版と言えるものである。

具体的には、「ある程度の産学官連携事業実績をもつ地域において、分野特化を

前提に、新たな技術シーズ創出を図るための共同研究の推進を中心とした事業

を展開」する。支援期間は 3年間で、事業規模は 1カ所につき年間 1億円程度
とされる6。毎年選考と採択が行われ、第 1期に 59件、2007年度以降の第 2期

                                                
4 以下の記述は文部科学省の HP情報と Okamuro and Nishimura (2015b)に基づく。 
5 2003年度・2004年度開始のクラスター事業もそれぞれ 2007年度・2008年度までの 5年
間継続して支援を受けた後、多くは第 2期に継続された。奥山（2010）参照。 
6 事業終了地域のうち「特に優れた成果を上げ、かつ今後の発展が見込まれる地域」には、
「発展型」として倍の予算規模（年間 2億円程度）でのクラスター事業の継続的実施が認
められる。 
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には 30件が採択された。第 1期 5年間の予算総額は約 200億円（年平均 40億
円）であるが、第 1期終盤の 2006年度から地方自治体とのマッチング・ファン
ド方式を導入し、クラスター地域の自治体が助成額の半額を提供することとな

った。その他、地方自治体とクラスター中核機関の役割、大学等との関係は、

知的クラスター創成事業と基本的に同じである。 
	 上記の通り、クラスター中核機関が文部科学省から（後には地方自治体から

も）助成金を受け、大学等に研究委託を行う仕組みであるので、研究代表者は

大学の研究者に限定され、企業は大学の連携相手（再委託先）に過ぎない。ま

た、参加企業は地域の企業に限られない。ただし、研究委託といっても、各ク

ラスター事業における産学官の共同研究プロジェクトは、クラスター事業を申

請する前に中核機関による調整の下で研究代表者によって決定されている。 
	 文部科学省のクラスター事業には、経済産業省の事業（産業クラスター計画）

と比べて、いくつかの顕著な違いが見られる。第一に、経済産業省の事業では

クラスター地域が東北や九州のようにいくつかの都道府県を含めた広域（各経

済産業局の管轄地域）に設定されているが、文部科学省のクラスター事業は、

対象地域がいくつかの市町村から県全体に限定されている。第二に、前者が日

本全国をカバーし、経済産業省によって設定されているのに対し、後者は、地

域のクラスター中核機関から申請されたプロジェクトを、競争的選抜によって

採択する。第三に、前者では民間企業がプロジェクトのリーダーとして補助金

の分配を受けることが可能であるが、後者では地域の大学や研究機関が研究プ

ロジェクトの組織・運営の中心になり、補助金配分が中核となる大学研究者に

集中する。しかし、両者は、産学官連携の研究成果の実用化と大学の知識を活

用した地域経済の振興を目的としている点で共通している。 
	 なお、日本のクラスター支援政策に先行するドイツやフランスのクラスター

政策は、中央政府による地域のクラスター事業の競争的選抜と長期的な重点支

援を共通の特徴としており、それは最近に至るまで引き継がれている（Okamuro 
and Nishimura 2015b）。本稿の分析が対象とする文部科学省のクラスター事業は、
その点で、ドイツやフランスのクラスター政策と共通する特徴を持つ。しかし、

両者は、民間企業が産学官連携プロジェクトの主体として公的補助金の申請・

受給が可能かどうかという点で決定的に異なる。 
	 このように、文部科学省のクラスター事業は、地域の大学や公的研究機関の

代表的な研究者を中心として、そこに地域内外の企業が研究費を提供して参加

するものである。地域企業には中心的な役割は与えられず、公的補助金の配分

も認められないので、地域企業にとってこの事業に参加する直接的なメリット

はあまり大きくないと考えられる。そのため、参加する大学・公的研究機関と

企業への効果を比較し、研究費と経営成果への影響を分けて検証するのは重要
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な研究課題である。 
 
４．政策効果の分析：データ、分析方法と仮説、分析モデル 
 
４．１	 データ 
	 本稿では、総務省「科学技術研究調査」の 2001年度から 2009年度までと経
済産業省「工業統計調査」の 2000年から 2010年のまでの毎年の個票データを
用いる。「科学技術研究調査」の甲票（民間企業）は毎年約 1万〜1万３千社（サ
ンプル調査）、乙票（非営利・公的機関）は毎年約 1100カ所（全数調査・回答）、
丙票（大学の部局）は毎年約 3000〜3600カ所（全数調査・回答）を対象として
いる。毎年の調査回答数と文部科学省のクラスター事業への参加数・参加率を

表２に示す。甲票からは回答企業の従業者数・売上高・営業利益のデータが利

用可能であり、甲票、乙票、丙票ともに研究者数とその分野別内訳、研究費と

その分野別・出所別内訳のデータがある。また、経済産業省「工業統計調査」

の個票データを用いて、従業者数 4人以上のすべての製造業事業所の労働生産
性（従業者 1人あたり粗付加価値額）を計算する。 
	 「科学技術研究調査」の個票データは 2000年度以前も利用可能であるが、2000
年度以前のデータには住所情報がないので、移転による立地の変更を考慮でき

ない。文部科学省のクラスター事業は 2002年度に始まるが、第 1期（最初の 5
年間）のクラスター指定地域 18 カ所のうち 6 カ所では 2003 年度ないし 2004
年度に開始され、また「知的クラスター創成事業」の対象期間が 5年間である
のに対して「都市エリア産学官連携推進事業」の対象期間は 3年間である。そ
のため、企業・事業所レベルのパネル固定効果分析を行うさいにも、どの企業

がどの期間にどの地域のクラスター事業に参加していたかを明確にする必要が

ある。 
	 他方、文部科学省のクラスター事業は、前述の通り、民主党政権時に行われ

た「事業仕分け」の対象になり、2009年度をもって廃止が決定された。実際は、
翌年度に両事業が統合されて復活し、2011年度以降も省庁連携事業として継続
されるのだが、2010年度以降は事業の規模と内容に明らかな変化が生じると考
え、2009年度までをひとつの区切りとした。分析対象期間を 2001年度から 2009
年度までに設定した（「工業統計調査」については分析期間が少し広いが）こと

には、そのような理由がある7。 
	 なお、「科学技術研究調査」の個票データに含まれる大学部局・研究機関・企

                                                
7 ただし、文部科学省のウェブサイトからは、2009年度のクラスター参加企業・大学等の
名称が得られないため、2008年度以前の参加企業・大学等を当てはめる。 
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業は、必ずしも分析対象期間を通じてデータセットに含まれるわけではない。

大学部局と研究機関は上述の通り毎年全数調査・全数回答であるが、新設・統

合のため、調査対象は毎年変化する。企業は標本調査であり未回答企業もある

ので、毎年継続して統計データが得られるとは限らない。「工業統計調査」の対

象事業所も、開業・廃業等のため毎年変化する。そのため、本稿で分析に用い

るのは、期間中にサンプルが変化するアンバランスト・パネルデータである。 
	 また、クラスターに参加した大学・研究機関・企業とクラスター対象地域の

事業所は、クラスター期間終了後は分析対象から外される。それによって、ク

ラスター参加機関について、クラスター政策支援開始の前後の比較という分析

軸が明確になる。なお、文部科学省のクラスター支援事業は 2002年度に始まっ
たので、すべての参加主体にとって 2001年度はクラスター参加前であるが、事
業開始はクラスター地域によって異なるので、参加主体によってクラスター事

業対象期間が異なる。 
 
４．２	 分析方法と仮説 
	 以下の手順により、クラスター政策の評価を行う。１）まず、文部科学省の

「地域科学技術振興施策」ウェブサイトに掲載されている各クラスター地域の

評価報告書等から、クラスター対象地域と支援対象時期を特定する（奥山 2010
参照）。２）次に、それらの事業評価報告書等から各地域のクラスター事業に参

加した大学・研究機関・企業を抽出し、「科学技術研究調査」の個票データとマ

ッチングすることにより、処置群を特定する。処置群の大学・研究機関・企業

には、それぞれのクラスター対象期間に応じて、後述するクラスター対象期間

ダミーの数値を当てはめる（それに対して、対照群の大学・企業等については、

クラスター対象期間ダミーの数値は最初から最後まで０となる）。３）さらに、

「工業統計調査」の個票データから全国の製造業事業所の労働生産性を計算し、

クラスター対象地域とそれ以外の地域の事業所を市町村レベルで分ける。４）

続いて、パネル固定効果分析によりクラスター参加の効果を検証する。ここで

最も重要な変数は、クラスター対象期間ダミーである。 
	 実証分析によって検証すべき仮説は次の４つである。第３節で、文部科学省

の知的クラスター事業の特性として、（民間企業ではなく）大学等の研究機関の

代表的な研究者がプロジェクトの中核となって共同研究開発を進めること、ま

たそのために参加企業への補助金の配分はできず、参加企業は中核的な研究者

の研究委託・外注先となることを示した（Okamuro and Nishimura 2017）。他方、
文部科学省はむしろ、知的クラスター事業によって参加大学・研究機関におけ

る企業からの受入研究費が増えることを期待していると考えられる（仮説 1）。
そのため、クラスター事業への参加によって、企業から大学等の研究機関への
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研究費支出も増加することが予想される（仮説 2）8。 
	 クラスター支援政策の効果としては、大学・研究機関との共同研究開発によ

って企業の生産性等の経営成果が上昇することが期待されている（仮説 3）。ま
た、クラスター事業に参加した大学・研究機関・企業からクラスター事業に参

加していない地域の企業・事業所への知識スピルオーバーがあれば、クラスタ

ー対象地域の製造業事業所の生産性は、クラスター事業開始後に上昇すると期

待される（仮説 4）。しかし、主要な先行研究を見ても、George et al. (2002)は産
学官連携の参加企業への直接効果（財務指標への効果）を否定する結果、Zucker 
and Darby (2001)は産学官連携の地域企業へのスピルオーバーを否定する結果
を示しており、クラスター政策による産学官連携の促進が参加企業の経営成果

を高め、さらに地域の他の企業にスピルオーバー効果を持つことは、自明では

ない。 
 
仮説 1：クラスター事業参加後に、参加大学・研究機関の内部使用研究費と企 
	 業からの受入研究費は有意に増加する。（産学官連携への助成金、共同研究の 
	 活発化） 
仮説 2：クラスター事業参加後に、参加企業の外部支出研究費は有意に増加す 
	 る。（研究開発と共同研究の活発化） 
仮説 3：クラスター事業参加後に、参加企業の売上高と労働生産性等の経営成 
	 果は有意に増加する。（共同研究開発の直接効果；知識スピルオーバー効果） 
仮説 4：クラスター事業開始後に、事業対象地域の製造業事業所の生産性は有 
	 意に上昇する。（クラスター参加大学・企業からのスピルオーバー効果） 
 
４．３	 分析モデル 
	 クラスター事業の政策効果の推定には、パネル固定効果分析を用いる。固定

効果の単位は大学・公的研究機関・企業および製造業事業所である。上述の通

り、クラスター参加機関・企業は各クラスターの中核機関によって選定され、

さらに助成対象のクラスター地域（事業）は政府（文部科学省）によって競争

的に選抜される。従って、クラスター指定地域は他の地域よりも、また参加機

関・企業は他の機関・企業よりも研究開発やイノベーションの能力が高いとい

う、内生バイアスが懸念される。 
	 しかし、パネル固定効果分析によって、研究開発の能力を含む、時間を通じ

て変化しない組織固有の要因をすべてコントロールすることで、クラスター参

                                                
8 ただし、内部使用研究費と外部支出研究費が完全に代替的であり、参加企業が内部使用
研究費を削って外部（大学等）に研究費を支出する場合には、内部使用研究費は増加する

とは限らない。 
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加・選抜の内生性の問題に対処できる。クラスター事業に参加した大学・企業

等およびクラスター事業対象地域の製造業事業所（処置群）と、クラスター事

業に参加していない大学・企業等およびクラスター事業対象地域以外の製造業

事業所（対照群）を、それらの事業主体の固有の効果を除去して、クラスター

事業参加の前後で比較することにより、クラスター事業参加の因果効果を識別

することが可能になる。因果効果を明確にするために、クラスター事業対象期

間終了後は、参加大学・研究機関・企業等を分析対象から外すこととする。 
	 分析モデルは以下の通りである。被説明変数として、１）大学・公的研究機

関の内部使用研究費と企業からの受入研究費（仮説１）、２）企業の外部支出研

究費（仮説２）、３）参加企業の経営成果9（売上高の対数、労働生産性の対数、

売上高営業利益率、売上高成長率、労働生産性成長率）（仮説３）、４）地域の

製造業事業所の労働生産性（仮説４）を用いる。１）と２）については、研究

費の自然対数の他に、研究費支出の有無を示すダミー変数を用いる。また、参

考として、１）で大学・公的研究機関における外部支出研究費（対数）と外部

支出研究費ダミー、２）で企業における受入外部研究費（対数）と受入外部研

究費ダミーを被説明変数に加える。 
	 それぞれのモデルの主要な説明変数はクラスター対象期間ダミーであり、そ

の係数はクラスター事業参加の効果を示す。また、文部科学省のクラスター支

援事業の区分に応じて、これらの変数をさらに知的クラスター対象期間ダミー

と都市エリア対象期間ダミーに分ける。 
	 主なコントロール変数は年次ダミー、およびそれと産業ないし技術分野ダミ

ー、都道府県ダミーとの交差項である。ただし、大学・公的研究機関の研究費

の推定式には、両者の違いを識別するために大学ダミーを入れ、参加企業の経

営成果の推定式には企業規模の影響を除外するために従業者数の変数を入れ、

地域の製造業事業所の生産性の推定式には事業所の従業者数の他に資本装備率

（対数）と事業所が設立されてからの経過年数を入れる。さらに、クラスター

事業参加の効果や地域内の知識スピルオーバー効果が企業や事業所の規模によ

って異なる可能性を検証するために10、以上の分析に企業ないし事業所の従業

者規模の変数およびそれらとクラスター対象期間ダミーの交叉項を入れる11。 

                                                
9 統計データの制約により、ここでは従業者 1人あたりの売上高を労働生産性とする。ま
た、売上高と労働生産性の成長率は、それぞれ対前年度増加率である。 
10 Nishimura and Okamuro (2016)は、経済産業省「地域新生コンソーシアム支援事業」を対
象として、産学官連携による知識スピルオーバー効果が中小企業に限定されることを示し

ている。 
11ここではクラスター事業参加の効果における中小企業（事業所）と大企業（事業所）の

違いを明確にするために、連続変数（従業者数対数）でなく従業者数 50人未満を比較基準
とする従業者数 50人−299人ダミーと同 300人以上ダミーを用いる。 
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	 以上の被説明変数と説明変数の基本統計量（観測数、平均値、標準偏差、最

小値、最大値）を表 3にまとめる。 
 
５．分析結果と考察 
 
	 本節では、上記の仮説の順に、１）大学・公的研究機関と民間企業の研究費

（内部使用研究費、外部支出研究費、受入研究費）への効果（仮説１・仮説２）、

２）企業の経営成果（売上高、生産性、利益率等）への効果（仮説３）、３）地

域の製造業事業所の労働生産性への効果（仮説４）について、パネル固定効果

分析の結果を報告する。推定式の被説明変数がダミー変数である場合でも、他

の推定式の回帰係数との比較のため、プロビットモデルではなく線形確率モデ

ルを用いる。また、２つのクラスター事業の効果を合わせて推定するものと区

別して推定するものに表を分ける。企業と製造業事業所については、クラスタ

ー参加の効果における規模の違いを考慮する分析と考慮しない分析に表を分け

る。 
	 以下のすべての推定式で、パネル固定効果分析によって、各大学・研究機関・

企業等の（時間を通じて一定の）固有効果をコントロールしている。従って、

クラスター事業参加の因果効果は、クラスター期間ダミー（知的クラスター期

間ダミー、都市エリア期間ダミー）の係数に示される。また、年次ごとの産業

ないし学術分野の違い、年次ごとの都道府県別の違いを、それぞれの交差項に

よって考慮している。 
	 クラスター事業に参加した大学と公的研究機関の研究費についての分析結果

を表４aと表４bに示す。前者は２つのクラスター事業を区分せず、後者は両者
を区分している。大学ダミーを加えることにより、公的研究機関への効果と大

学への効果を比較する。 
	 表４a では、クラスター期間ダミーは、内部使用研究費（対数）と外部支出
研究費（ダミーと対数）、企業からの受入研究費（対数）に正の有意な効果を持

つ。これは、クラスター支援事業に参加した後で、大学と公的研究機関におけ

る内部使用研究費が（参加していない大学と公的研究機関に対して）平均的に

有意に増加しただけでなく、民間企業等との間での研究費の支出と受入も平均

的に有意に増加したことを示している。クラスター事業参加によって内部使用

研究費が平均で 9.6%、外部支出研究費が 25.5%、企業からの受入研究費が 11.8%
増加することを、分析結果は示しており、クラスター事業参加の平均的な効果

はかなり大きい12。なお、大学ダミーの係数値が有意でないことから、大学と

                                                
12 これらは大学の研究科や研究所等の部局単位での効果であり、大学全体での効果を示す
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公的研究機関の間に研究費とその内訳について有意な差はない。 
	 表４b は知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携推進事業を区別し
てその効果を見ている。知的クラスター期間ダミーも都市エリア期間ダミーも、

内部使用研究費と外部支出研究費に関する係数は正で有意であるが、企業から

の受入研究費については、都市エリア期間ダミーのみ正で有意である。従って、

企業からの受入研究費に関するクラスター参加の効果は、主として都市エリア

事業によるものであることが分かる。以上の分析結果から、仮説１は特に都市

エリア産学官連携推進事業について支持される。 
	 次に、民間企業の研究費に対するクラスター事業の効果についての分析結果

を表５aから表５dに示す。表５aと表５cは２つのクラスター事業を合わせて、
表５bと表５dは知的クラスター事業と都市エリア事業を分けて分析する。また、
表５c と表５d の分析はクラスター期間ダミーと企業規模ダミーの交差項を含
み、クラスター事業参加の効果の違いを企業規模別に検証する。 
	 表５a によれば、クラスター期間ダミーの効果は概ね正で有意であり、クラ
スター参加企業の内部使用研究費も外部支出や受託研究を行う割合もクラスタ

ー参加後に有意に増加したことが分かる。クラスター参加後に、参加企業の内

部使用研究費は平均で 5.4%増加し、研究費を外部に支出する企業の比率は 4.5%、
外部から受け入れる企業の比率は 2.1%増加した。なお、規模変数（従業者数の
対数）の係数は概ね正で有意であり、これは規模の大きい企業ほど研究費を計

上する企業が多く、研究費の平均的な支出額が大きいことを示している。ただ

し、表５b では知的クラスター期間ダミーのみ係数が正で有意であるから、ク
ラスター事業参加のこのような正の効果は、主に知的クラスター創成事業によ

るものであることが分かる。以上の分析結果は特に知的クラスター創成事業に

ついて仮説 2を支持する。 
	 表５cは従業者数 50人未満の企業を比較基準として、従業者数 50〜299人の
企業と従業者数 300人以上の企業（大企業）におけるクラスター参加の効果を
示す。内部使用研究費・外部支出研究ダミー・受入外部研究ダミーについて、

上記の企業規模ダミーの係数がいずれも正で有意であることから、企業規模が

大きいほど内部使用研究費が多く、研究費の外部支出と外部からの受け入れの

傾向が高くなることが分かる。しかし、外部支出研究ダミーについて、クラス

ター期間ダミーの係数が正で有意、クラスター期間と企業規模ダミーの交叉項

の係数がいずれも負で有意であることから、企業規模が小さいほどクラスター

参加後に研究費を外部に支出する企業の割合が高くなることが分かる。また、

表５dによれば、表５bと同様に、そのような企業規模別の効果の違いは知的ク

                                                                                                                                          
ものではないことに注意が必要である。 
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ラスター創成事業に限定される。 
	 民間企業の経営成果についての分析結果を表６aから表６dに示す。経営成果
の変数として、売上高（対数）、労働生産性（対数）、売上高営業利益率、売上

高増加率（対前年度）、労働生産性上昇率（対前年度）を用いる。なお、ここで

は労働生産性は、データの制約により、従業者 1人あたりの売上高として計測
される。また、売上高と労働生産性の対前年度変化率は、クラスター参加から

1 年間の効果ではなく、クラスター参加前と参加後の期間における平均的な増
加率の違いを、クラスター事業に参加していない企業との比較において示すも

のであることに、注意が必要である。表６aと表６cは２つのクラスター事業を
合わせて、表６bと表６dは知的クラスター事業と都市エリア事業を分けて分析
した結果を、それぞれ示している。また、表６cと表６dの分析はクラスター期
間ダミーと企業規模ダミーの交差項を含み、クラスター事業参加の効果の違い

を企業規模別に検証する。 
	 表６a によれば、どの成果指標についてもクラスター期間ダミーの係数は有
意でないので、クラスター参加の正の効果は検証されない。表６b で２つの事
業を区分しても、その結果にほとんど変わりはない。売上高と労働生産性につ

いては都市エリア期間ダミーの係数のみが正で有意ではあるが、有意水準は低

い。したがって、以上の分析結果は全体として、クラスター期間中に参加企業

の生産性等の経営成果がクラスター事業に参加しない企業に比べて有意に向上

しないことを示し、仮説３を支持しない。 
	 表６cと表６dによれば、企業の経営成果には全体として規模別の有意な違い
があるが、クラスター参加後に従業者数 50人から 299人の企業の労働生産性が
相対的に有意に高くなる他には（これも、知的クラスター事業と都市エリア事

業を区別すると有意でなくなる）、クラスター事業への参加の効果は見られない。 
	 最後に、地域の製造業事業所の労働生産性（対数）についての分析結果を表

７aと表７bに示す。ここでは労働生産性は常時従業者 1人あたりの付加価値額
として計算される。すべての推定式で事業所の資本装備率（従業者 1人あたり
の有形固定資産額）の対数、従業者数の対数、設立後の年数をコントロールし

ている。推定式１と２はクラスター事業の類型を区別せず、推定式３と４はそ

れを区別している。また、推定式１と３は年次の違い（マクロ経済要因等）の

みをコントロールしているが、推定式２と４は産業ごと、都道府県ごとに年次

の違いをコントロールしている。 
	 表７a によれば、クラスター事業開始後に、クラスター地域に立地する製造
業事業所の労働生産性は、それ以外の地域の製造業事業所と比べて、むしろ有

意に低下する。これは、知的クラスター事業にも都市エリア事業にも共通して

いる。以上の分析結果は仮説４を支持しない。むしろその逆である。しかし、
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表７bでは、クラスター期間ダミーと従業者数 50〜299人ダミー・300人以上ダ
ミーの交叉項の係数はいずれも正で有意であり、それとクラスター期間ダミー

の負の係数値の合計は正になる。従って、クラスター地域に立地する製造業事

業所の労働生産性へのクラスター事業の効果は事業所の規模によって異なり、

従業者数 50人未満の比較的小規模な事業所では負の効果、従業者数 50人以上
の事業所では正の効果が見られるということである。つまり、仮説４は、従業

者数 50人以上の製造業事業所についてのみ支持される。 
	 クラスター事業は参加大学への公的補助金を通じて地域の産学官連携を促進

する目的を持ち、上記の分析結果は、クラスター事業開始後に参加大学・公的

機関・企業の内部使用研究費だけでなく、彼らの共同研究開発もクラスターに

参加していない大学等に比べて有意に増加したことを示す。クラスター政策に

よる公的補助金によって、参加大学・研究機関の内部使用研究費が参加以前お

よび参加していない大学・研究機関と比べて増加するのは自明であるが、補助

金を直接受給しない参加企業の研究費の外部支出の傾向が、特に知的クラスタ

ー事業において、また特に従業者 50人未満の企業で有意に高まったのは、重要
な発見である。これは、知的クラスター事業に参加した小規模企業が、より大

規模な企業よりも産学官の共同研究への取り組みを相対的に強めたことを示す

からである。 
	 しかし、クラスター事業に参加した企業の経営成果は参加していない企業と

比べて（都市エリア事業の弱い効果を除いて）参加後に平均的に向上せず、ク

ラスター地域の製造業事業所全体へのスピルオーバー効果も検証できなかった。

このように、参加企業や地域の製造業事業所の生産性等について効果が見られ

ないのは、主要な先行研究の結果とも整合的である（Zucker and Darby 2001, 
George et al. 2002）。他方で、Nishimura and Okamuro (2016)は、経済産業省の「産
業クラスター計画」の一角を占める産学官連携助成事業について、参加企業の

売上高成長率や生産性への平均的な効果が、中小企業にのみ有意に見られたこ

とを明らかにしている。 
	 そのような違いの理由のひとつとして、前述の通り、文部科学省のクラスタ

ー事業が、経済産業省の事業と異なって、地域の大学や公的研究機関の研究者

を中核とし、参加企業への補助金配分を認めず、地域の中小企業の参加も少な

いということが挙げられる（Okamuro and Nishimura 2015b）。そのために、参加
企業が共同研究に十分にコミットできず、研究プロジェクトの中核となる大学

や研究機関から十分な知識スピルオーバーを得られなかったと考えられる。 
	 ただし、クラスター地域の製造業事業所へのスピルオーバー効果を規模別に

見ると、クラスター事業開始後に従業者数 50人未満の事業所の労働生産性は低
下するのに対し、従業者数 50人以上の事業所では労働生産性の上昇がみられた。
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従って、文部科学省のクラスター政策は、少なくともクラスター地域の比較的

規模の大きい事業所にとっては労働生産性を高める効果があったと言える。 
 
６．むすび 
 
	 本稿は、総務省「科学技術研究調査」と経済産業省「工業統計調査」の個票

データを用いて、文部科学省のクラスター支援事業の効果を定量的に分析した。

21世紀初頭に開始され、現在まで継続するクラスター支援事業は、産学官連携
を中心とする地域イノベーションシステムの構築において重要な意味を持つと

されるが、企業や大学のミクロデータに基づく政策評価はこれまで行われてい

ない。世界的に見ても、ミクロデータによるクラスター事業の政策評価の蓄積

はまだ少なく、特に参加した大学部局・公的研究機関と企業の両方のパネルデ

ータを活用したものは例がない。そこで本稿は、公的統計の個票データをパネ

ル化してクラスター採択地域・参加主体とマッチングし、クラスター政策によ

る産学官連携の促進（参加主体の研究費の構成）、参加企業の生産性と成長、地

域の製造業事業所の生産性への影響を定量的に検証した。 
	 大学・公的研究機関と民間企業の研究費とその内訳、企業の成長と生産性等

の経営成果、製造業事業所の労働生産性をそれぞれ被説明変数とするパネル固

定効果分析の結果、１）クラスター事業に参加した大学・研究機関の内部使用

研究費と企業からの受入研究費、外部支出研究費が、事業参加後に、参加して

いない大学・研究機関と比べて有意に増加したこと、２）クラスター事業参加

企業の内部使用研究費と外部支出研究費が、事業参加後に、参加していない企

業と比べて有意に増加（特に知的クラスター事業）したこと、３）クラスター

事業参加企業の売上高と生産性は（都市エリア事業についてのみ）、事業参加後

に、参加していない企業と比べて有意に増加したが、その他の成果指標につい

ては有意な違いは見られないこと、４）クラスター事業対象地域の製造業事業

所の労働生産性は事業開始後に、対象外地域の製造業事業所と比べて全体とし

て有意に低下したが、比較的規模の大きい（従業者数 50人以上の）企業につい
ては正の有意な効果が見られること、が明らかにされた。この結果は、文部科

学省のクラスター支援事業によって地域の産学官連携が促進されたが、参加企

業の成長や生産性への直接的な効果や、地域の製造業企業へのスピルオーバー

効果がかなり限定されることを示している。 
	 クラスター支援事業は、地域の大学や公的研究機関の知識シーズに基づいて

イノベーションを活発にし、地域経済の活性化に繋げることを目的にしている。

しかし、本稿の分析からは、クラスター支援事業によって参加企業や地域の製

造業の生産性が全体として高まることは確認されなかった。クラスター支援事
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業が究極の目的とする地域経済の活性化のためには、制度設計の改善により、

参加企業が産学官の共同研究に主体的に参加することを促し、クラスター事業

に参加していない多くの地域中小企業をより積極的にクラスター事業に取り込

み、地域全体への知識のスピルオーバーをさらに高めることが重要である。 
	 本稿の分析では、クラスター事業参加の内生性を考慮するため、パネル固定

効果分析を用いている。しかし、それで対処できるのは、時間を通じて変化し

ない特性の影響であって、時間とともに変化する特性の影響をコントロールす

ることはできない。そのためには、パネル固定効果分析だけでなく、傾向スコ

アマッチングによって対照群企業を特定した上で DID（差の差の推定）を行い、
因果関係の識別をより厳密に行う必要がある。しかし、クラスターによって開

始・終了時期が異なり、参加大学・企業等の入れ替わりもあるので、効果的な

マッチングが困難であることが予想される。もちろん、地域のクラスター事業

の採択そのものは、特定の政策目的の下での競争的選抜によるものである限り

内生性を持つが、本稿ではクラスター地域の選抜・採択は地域の大学や企業か

ら見れば外生要因であると考えている13。 
	 また、文部科学省のクラスター事業の実施期間中は経済産業省のクラスター

事業も並行して行われており（クラスター登録企業は全国で 1万社を超える）、
両方の事業から補助金を得ていた産学官連携プロジェクトもあったと考えられ

るが、本稿の分析では経済産業省のクラスター事業への参加は、データの制約

により、考慮されていない。将来の研究においては、経済産業省のクラスター

事業への参加の効果や、両方の事業の補完性あるいは代替性を考慮することが

重要である。 
	 次に、本稿の分析では、データの制約により、対象となる研究機関や企業等

がそれぞれどの研究機関・企業とどのように連携していたのかを考慮すること

ができない。研究費の外部支出・外部からの受入の有無と金額は分かるが、相

手機関と具体的な内容は不明である。各地域のクラスター事業の報告書から、

どのクラスター地域でどの大学・企業等が参加していたかは概ね明らかである

が、同じクラスター事業の中でどの大学・企業等がどの産学官連携プロジェク

トに参加していたのかを正確に知ることはできない。それぞれの共同研究プロ

ジェクトの構成がデータとして得られるなら、分析の精度はさらに高まるだろ

う。 

                                                
13 ただし、文部科学省のクラスター事業には、その基本構想に応じて、クラスター地域外
の企業も多く参加している。そのような企業が特定のクラスター事業を選んで参加するの

は、内生要因と言えるだろう。Fontagné et al. (2013)は、フランスの直近のクラスター政策
では企業（コンソーシアム）が登録するクラスターを選べるために、優良なプロジェクト

が一部のクラスターに集中する傾向があることが指摘されている。 
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	 地域の製造業事業所へのスピルオーバー効果については、そのいくつかのメ

カニズムを考慮し、それを実証分析に反映させる必要がある。ひとつの方法は、

クラスター事業参加企業と同じ産業の事業所を参加企業にマッチングするとい

うものである。これは今後の課題のひとつである。 
	 本研究は研究費の内訳や流れという金銭的な側面にのみ注目しているが、「科

学技術研究調査」データには研究者の人数と分野別構成、異動の情報も含まれ

ているので、研究人材の面からの分析も可能である。これについても今後の課

題としたい。また、クラスター事業の内容は産学官連携への公的補助金にとど

まらず、コーディネーター派遣やさまざまなマッチング事業による、産学官の

ネットワーク形成支援が重要な意味を持っている。Nishimura and Okamuro 
(2011b)は、経済産業省の「産業クラスター計画」において、そのようなネット
ワーク支援が直接の補助金よりも効果的であったことを実証的に示している。

文部科学省のクラスター事業におけるそのようなネットワーク形成支援等の効

果のミクロデータに基づく分析も、今後の重要な課題として残されている。 
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表 1：産学官連携支援の進展 
年度 施策・法律等 
1996 第 1期科学技術基本計画開始（大学改革） 
1997 「地域新生コンソーシアム支援事業」開始 
1998 大学等技術移転促進法（TLO法） 
1999 産業活力再生特別措置法（日本版 Bayh-Dole法） 
2000 産業技術力強化法（国立大学教員兼業規制緩和） 
2001 第 2期科学技術基本計画開始（クラスター、知財） 

経済産業省「産業クラスター計画」開始 
文部科学省、産学官連携支援事業を開始 

2002 文部科学省「知的クラスター創成事業」「都市エリア 
産学官連携促進事業」開始 
経済産業省、大学発事業創出支援を開始 

2003 大学に知的財産本部を設置（文部科学省） 
2004 国立大学が独立行政法人に移行 
2006 第 3期科学技術基本計画開始 

経済産業省「産業クラスター計画」第 2期開始 
2007 文部科学省「知的クラスター創成事業」等第 2期開始 
2009 民主党「事業仕分け」で文部科学省クラスター事業廃止 
2010 文部科学省、２つのクラスター事業を統合して再出発 
2011 「地域イノベーション戦略推進地域」を経済産業省、文部科学省、 

農林水産省、総務省の連携事業として開始 
注：岡室（2009）第 2章、文部科学省ホームページから筆者作成。 
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表２：分析対象件数 
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表 3：変数の基本統計量 
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表４a：大学・研究機関の研究費に関する分析結果（１） 
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表４b：大学・研究機関の研究費に関する分析結果（２） 
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表５a：企業の研究費に関する分析結果（１） 
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表５b：企業の研究費に関する分析結果（２） 
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表５c：企業の研究費に関する分析結果（３） 
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表５d：企業の研究費に関する分析結果（４） 
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表６a：企業の経営成果に関する分析結果（１） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

L39_YUsW[;B�6��������,06b9ZO,).
0�1 0�1 0	1 0
1 0�1

`cpC7
D26�7

C
\]5[]

�7C
D26M3

GYT
D26KF

T
\]5[]

2aT

`34C�7C ��
,���� ��������� ��������� ������
��� ��
		���
0����
��1 0����
��1 0���	
�1 0������
1 0����*	�1

#-%'8=8(+8 ����, ����, �����
 ������ ����*
0������1 0������1 0�����1 0�����
1 0�����
1

9Cd 
�*	���� 
�*	���� ��*,
 ��	*, ���,�	���
0�����1 0�����1 0��*��1 0��
�
1 0��
*�1

0N5[3(+8 �24 �24 �24 �24 �24

0N5IJeA(+8 �24 �24 �24 �24 �24

$/*.$ & �� �
* �� �
* �� �
* 
� *,
 
� *,


:9QC ���� ����� ����� ����	 ���
,

!"fg�1<^ReX
P?ER7��3.��� ����3.���� �����3.����



 32 

表６b：企業の経営成果に関する分析結果（２） 
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表６c：企業の経営成果に関する分析結果（３） 
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表６d：企業の経営成果に関する分析結果（４） 
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表７a：製造業事業所の労働生産性に関する分析結果（１） 
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表７b：製造業事業所の労働生産性に関する分析結果（２） 
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